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研究成果の概要（和文）：　低炭素社会と生物多様性保全など、環境サステイナビリティを核とした社会構想への転換
が要請されている社会的背景をふまえ、環境サステイナビリティに基づく政策が、地域社会においてどのように受容さ
れ、地域社会の内発的発展に接続するのかという研究課題に取り組んだ。
　取り組みの先進地として、群馬県みなかみ町と岩手県葛巻町を主要な調査対象地に設定した。あわせて青森県と岩手
県で、再生可能エネルギーの拡大と地域社会の応答過程を把握するための調査を行った。研究の結果、環境サステイナ
ビリティの政策が、地域社会の多様な生業戦略を発揮するための「地域資源管理の戦略」に巧みに位置づけられること
の重要性を明らかにした。

研究成果の概要（英文）：  The structural transformation toward environmental sustainability is required in
 modern society.  In this study, the researcher set the research agenda: by what social and political cond
itions, the social concept of environmental sustainability enable to be accepted in local communities, and
  to be connected to the endogenous regional development in Japan.
  The research was carried out mainly in the four different local communities and regions.  Minakami town,
 Gunma prefecture, and Kuzumaki town, Iwate prefecture, which low-carbon, biodiversity conservation activi
ties have been made.  And in Aomori and Iwate prefectures, which renewable energy businesses by outside co
mpanies are expanding rapidly.  Through the analysis, study result was derived that the efforts for enviro
nmental sustainability are necessary to connect strategies of local natural/cultural resource management s
ystem, that enable to in order to exert a variety of livelihood strategy of local communities.
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 低炭素社会の実現と生物多様性保全、資源
循環型社会の構築は世界的な政策課題であ
り、「環境サステイナビリティ」を中核とし
た社会構想への転換が要請されている。加え
て日本社会においては、幾重にもわたる中央
部（大都市圏）と周辺部（地方）の経済的・
社会的距離の拡大による過疎化や、人口減少
社会の進行により、地域社会の持続可能性
（サステイナビリティ）が危機に陥っている。 
 戦後日本の社会学において、「地域開発」
の社会構想をめぐる政策過程と地域社会の
構造変動に関する包括的な研究プロジェク
トは、数多くなされてきた。しかし、それら
豊富な先行研究の成果は、上述した全地球的
かつ各地域固有の文脈を有する環境サステ
イナビリティの社会の構想と受容をめぐる
研究課題とは、充分に接続していない。 
 多くの地域社会において、環境サステイナ
ビリティを志向する各種の取り組みが、シン
グル・イシューの集積の域を出ていない現状
にあって、環境サステイナビリティの諸理念
を、コミュニティ、教育、雇用・産業、ソー
シャルキャピタルなど、地域社会システムに
おける、より高次のサステイナビリティに結
びつける方策が求められている。本研究は、
このような背景をふまえて計画されたもの
である。 
 
２．研究の目的 
 本研究は、上述した社会的背景をふまえて、
いかなる社会的・政策的条件によって、環境
サステイナビリティを中核とした社会構想
が、地域社会において企図され、受容され、
地域社会そのものの持続可能性（サステイナ
ビリティ）を確保しつつ、地域社会の内発的
発展に好作用をもたらすことができるのか、
という問題を明らかにするために行った。 
 あわせて、本研究の開始直前に発生した東
日本大震災は、本研究が主題とする「環境サ
ステイナビリティ」に対しても、その概念を
とりまく与件を大きく捉え直す必要を生じ
させた。特に、福島原発事故によって全世界
的に浮上した「エネルギー政策のサステイナ
ビリティ」の可能性と実現方策の検討という
目的を付与した。 
 上記の個別学問領域における意義と、研究
が有する実践的意義に加えて、メタレベルの
学術的意義として、政府レベルの政策過程に
関する社会学的知識と現場の応答に関する
社会学的知識の体系としての「政策社会学」
を構想するという目的も設定した。 
 
３．研究の方法 
 研究期間を通じて、少数の事例の経過を詳
細に追跡する手法を採用するとともに、環境
サステイナビリティの諸理念に基づく政策
が地域社会の内発的発展と結びついている
と考えられる事例の全体像を把握すべく、国
内外の事例の収集に取り組んだ。 

 事例追跡の方法を用いた研究においては、
環境サステイナビリティを志向する取り組
みの先進地といえる、群馬県みなかみ町（赤
谷プロジェクト）と岩手県葛巻町（ミルクと
ワインとクリーンエネルギーのまちづくり）
を主要な調査対象地に選定し、調査研究を行
った。これら主要調査対象地においては、文
献調査と質的社会調査（聞き取り）の手法を
用いて、先駆的な政策形成の内実と地域社会
の応答状況について、詳細・微細な情報を収
集した。また、みなかみ町においては、量的
社会調査の手法を用いて、地域住民の全体的
な評価や意向を把握した。 
 文献調査を中心に、環境サステイナビリテ
ィの諸理念が、地域社会の内発的発展と結び
つきを有している事例の収集を行い、長野県
飯田市（おひさまともりが育む低炭素で活力
あふれる環境モデル都市）、岡山県西粟倉村
（地域商社「ニシアワー」による林産物のブ
ランド形成と販売網の構築）で、現地視察調
査を実施した。 
 エネルギー政策のサステイナビリティの
文脈においては、青森県と岩手県の 2県を対
象に、再生可能エネルギーの導入・普及過程
における地域社会の応答について、新聞記事
の系統的な収集を通じて全体的な動向を明
らかにするとともに、再生可能エネルギー事
業が立地する地域において、質的社会調査
（聞き取り）の手法を用いて、地域社会の応
答状況に関する詳細な情報を収集した。 
 
４．研究成果 
(1)みなかみ町調査の成果 
 主要調査対象地の1つに設定したみなかみ
町調査では、研究代表者がこれまで行ってき
た調査結果を活用しながら、「三国山地／赤
谷川・生物多様性復元計画（赤谷プロジェク
ト）」の関係者と協議・調整のうえ、プロジ
ェクト対象地周辺のみなかみ町新治地区北
部の各地区において、網羅的な聞き取り調査
を行った。赤谷プロジェクトは拡大造林政策
期に植林された人工林を広葉樹主体の潜在
自然植生に復元する取り組みを進めている
が、地域住民の多くの人々の間でも「広葉樹
の森に戻して欲しい」「方向性としては望ま
しい」という声が大勢を占めた。一方で、「ス
ギはスギとして価値を認めて欲しい」という
声もあり、意向の多様性を把握する必要があ
った。また、国有林管理のモデルプロジェク
トとして行われている赤谷プロジェクトの
理念や日常的な活動が、地域住民の生活に浸
透しているか、測定する必要もあった。 
 そこで、2013 年 12 月に、みなかみ町新治
地区全域を対象に、全戸配布・郵送回収方式
で住民意識調査を実施した結果、主に以下の
2点が明らかになった。 
 第 1に、赤谷プロジェクトの認知・評価に
関して、94%の住民がその取り組みを認知し
ている一方で、47%の住民が、その取り組み
内容について充分に理解できていないと自



己評価を下していることがわかった。第2に、
赤谷プロジェクトが行われる「赤谷の森」に
求める機能に関しては、もっとも重要な機能
として「水源かん養機能の向上」「生物多様
性保全と資源の循環的な利用との両立」の 2
つが拮抗して観察でき、次に重要な機能とし
ては「民有林を含めた地域生態系の管理」「地
域の産業・雇用創出への貢献」が多くの住民
に支持されていることがわかった。このよう
に、モデルプロジェクトとしての範疇を超え
て、地域住民の生活実感に近いところで、赤
谷プロジェクトの取り組みが成果を生み出
していく必要性が把握できた。 
 みなかみ町調査の成果は、都度、赤谷プロ
ジェクト内に設けられたワーキンググルー
プで報告を行った。質的社会調査の結果を、
2014年3月に発刊した図書（単著）に収録し、
量的社会調査を含む一連の調査結果は、赤谷
プロジェクトに関する単著の原稿執筆を進
め、近い将来、出版したいと考えている。 
 
(2)葛巻町調査の成果 
 葛巻町調査では、2011～12 年度にかけ、文
献資料から地域政策史を再構成するととも
に、自治体行政関係者や地域住民に対して網
羅的な聞き取り調査を実施した。 
 葛巻町は 1990 年代後半から再生可能エネ
ルギーの導入を推し進め、現在では、町内で
使用する電力に対して約1.5倍の電力を町内
の再生可能エネルギー設備で発電している
先進地である。聞き取り調査の結果、葛巻町
における取り組みは低炭素社会という環境
サステイナビリティの理念のみから直接的
に導き出されたものではなく、酪農と林業と
いう町の主産業から得る収入の多角化の側
面が、政策形成に果たした役割が大きいこと
が明らかになった。いわば農山村特有の多様
な生業戦略の延長線上に、環境サステイナビ
リティの理念が巧みに接続されている。 
 一方で、地域住民への聞き取り調査では、
「再生可能エネルギーの施設はつくったけ
れども、それが日常の生活に役に立っている
とは、あまり実感できない」という声が多い
ことが明らかになったが、町行政はこの課題
に対して、地域エネルギーの地産地消による
町民の副収入獲得の機会を増やす政策立案
を進めているところである。 
 葛巻町調査の成果は、2012 年 5月に発刊し
た図書（共著）で発表するとともに、葛巻町
で調査を行っている他の研究グループとの
共編著として、査読論文の発表並びに出版の
準備を進めている。 
 
(3)環境サステイナビリティと内発的発展に

関する事例収集調査の成果 
 最終年度となった 2013 年には、岡山県西
粟倉村では、山村の生態系サービスを商品化
し、主に都市部の購買層へのマーケティング
手法を開発している「西粟倉・森の学校」を
対象に、長野県飯田市では、公民協働による

再生可能エネルギー資源の利活用に関して、
それぞれ現地視察と聞き取り調査を実施し
た。主要な調査対象に選定したみなかみ町、
葛巻町と、これら事例の調査を通じて、環境
サステイナビリティの諸理念に基づく具体
的な取り組みが、地域社会の多様な生業戦略
を発揮する上で必要な「地域資源管理の戦
略」に巧みに位置づけられることの重要性に
焦点をあてる必要があるとの結論に至った。
これは次なる研究プロジェクトの課題とし
たいと考えている。 
 
(4)エネルギー政策のサステイナビリティに

関する研究成果 
 2011～13 年度にかけ、青森県・岩手県内各
地における再生可能エネルギーの導入事例
調査を実施した。 
 青森県調査の成果は、研究代表者が本研究
の以前から継続している、エネルギー政策と
地域社会の構造変動に関する定点観測的な
社会調査の成果に接続し、2013 年 3月に発刊
した図書（共編著）に収録した。 
 岩手県調査においては、2012 年 7月に発足
した再生可能エネルギーの「固定価格買取制
度（FIT）」によって、多くの企業が県外から
進出し、40 以上にのぼる大規模太陽光発電所
（メガソーラー）の立地が相次いだ。メガソ
ーラー事業の 85%以上が、県外企業によるも
のか、県外企業が関与するものであることが
明らかになった。現行制度下では、設備の大
型化によって多くの収益を確保しようとす
る事業者の進出が促進されており、初期投資
の巨大化、「早い者勝ち」の状況が形成され、
地元企業の参入の道が閉ざされる可能性を
秘めていることが明らかになった。 
 いずれも、研究成果は 2013 年 6 月に環境
社会学会大会で発表するとともに、岩手県に
おける再生可能エネルギー事業の動向につ
いては、単著論文を執筆し、2014 年 3月に公
刊したところである。 
 
(5)「政策社会学」の構築に関する成果 
 本プロジェクトの到達点としてめざす「政
策社会学」の構築に向けて、河川政策と沿岸
域政策の領域で 2 編の査読論文を公刊した。 
 
５．主な発表論文等 
（研究代表者、研究分担者及び連携研究者に
は下線） 
 
〔雑誌論文〕（計３件） 
①茅野恒秀、固定価格買取制度（FIT）導入
後の岩手県の再生可能エネルギー、サステ
イナビリティ研究、査読無（依頼論文）、
第 4号、2014 年、27-40 頁 

②茅野恒秀、河川法改正の政策過程と河川技
術官僚の課題意識：1997 年河川法改正を検
証する、環境社会学研究、査読有、第 17
号、2011 年、126-140 頁 

③茅野恒秀、沿岸域管理における環境政策と



環境運動：海の自然保護をめぐる史的考察、
総合政策、査読有、第 13巻 1号、2011 年、
1-20 頁 

 
〔学会発表〕（計４件） 
①茅野恒秀、エネルギー事業をめぐる地域社
会の応答：エネルギー転換の中の青森と岩
手、第 47 回環境社会学会大会、2013 年 6
月 1日、桃山学院大学 

②八巻一成・比屋根哲・藤崎浩幸・柴崎茂光・
林雅秀・茅野恒秀・金澤悠介・高橋正也・
齋藤朱未・辻竜平、山村の持続的発展と人
的ネットワーク：岩手県葛巻町の事例、第
45 回環境社会学会大会、2012 年 06 月 03
日、秋田県大潟村 

③八巻一成・比屋根哲・藤崎浩幸・柴崎茂光・
林雅秀・茅野恒秀・金澤悠介・高橋正也・
齋藤朱未・辻竜平、岩手県葛巻町における
地域振興と人的ネットワークの役割：町政
の展開と人的ネットワークの概要、2011 年
林業経済学会秋季大会、2011年11月12日、
信州大学 

④比屋根哲・八巻一成・藤崎浩幸・柴崎茂光・
林雅秀・茅野恒秀・金澤悠介・高橋正也・
齋藤朱未・辻竜平、岩手県葛巻町における
地域振興と人的ネットワークの役割：自治
会組織の成立過程と活動実態、2011 年林業
経済学会秋季大会、2011 年 11 月 12 日、信
州大学 

 
〔図書〕（計３件） 
①茅野恒秀、ハーベスト社、環境政策と環境
運動の社会学：自然保護問題における解決
過程と政策課題設定メカニズムの中範囲
理論、2014 年、303 頁 

②舩橋晴俊・金山行孝・茅野恒秀編著、東信
堂、「むつ小川原開発・核燃料サイクル施
設問題」研究資料集、2013 年、1496 頁 

③茅野恒秀、明石書店、多様な生業戦略のひ
とつとしての再生可能エネルギーの可能
性：岩手県葛巻町の取り組みを手がかりに、
赤坂憲雄・小熊英二編『「辺境」からはじ
まる：東京／東北論』第 7 章、2012 年、
224-254 頁 

 
〔産業財産権〕 
○出願状況（計０件） 
○取得状況（計０件） 
 
〔その他〕 
ホームページ等 
 
６．研究組織 
(1)研究代表者 
茅野 恒秀（CHINO,Tsunehide） 

岩手県立大学・総合政策学部・准教授 
 研究者番号：７０５８３５４０ 
 


